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物品製造請負契約条項 
 

(総則)  

第１条 発注者及び受注者は、本約款(契約書を含む｡以下同じ｡)に

基づき、仕様書等(別冊の仕様書、図面等及びこれらの図書に対

する質問回答書等をいう｡以下同じ｡)に従い、日本国の法令を遵

守し、本契約(本約款及び仕様書等を内容とする物品の製造請負

契約をいう｡以下同じ｡)を履行しなければならない｡  

２ 受注者は、契約書記載の物品(印刷物の制作を含む｡以下同じ｡)

を納入期限内に納入し、発注者は、その請負代金を支払うもの

とする｡  

３ 発注者は、仕様書等に定める物品を完成させるための指示を、

受注者に対して行うことができる｡この場合において、受注者は

当該指示に従わなければならない｡  

４ 納入を完了するための一切の手段については、第３項の指示、

本約款及び仕様書等に特別の定めがある場合を除き、受注者が

その責任において定める｡  

５ 受注者は、本契約の履行に関して知り得た秘密を洩らしてはな

らない｡本契約が終了した後も同様とする｡  

６ 本約款に定める指示、催告、請求、通知、報告、申出、承諾及

び解除は、書面により行わなければならない｡  

７ 本契約の履行に関して発注者と受注者の間で用いる言語は、日

本語とする｡  

８ 本約款に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする｡  

９ 本契約の履行に関して発注者と受注者の間で用いる計量単位

は、仕様書等に特別の定めがある場合を除き、計量法(平成４年

法律第51号)の定めるところによるものとする｡  

10 本約款及び仕様書等における期間の定めについては、民法(明

治29年法律第89号)及び商法(明治32年法律第48号)の定めると

ころによるものとする｡  

11 本契約は、日本国の法令に準拠するものとする｡  

12 本契約に係る訴訟の提起又は調停については、千葉地方裁判所

に行うものとする｡  

 

(工程表の提出)  

第２条 受注者は、仕様書等に基づいて作成した工程表を、発注

者に提出しなければならない｡ただし、発注者が必要ないと認め

たときは、この限りではない｡  

２ 工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない｡  

 

(権利義務の譲渡等の制限)  

第３条 受注者は、本契約によって生ずる権利又は義務を第三者に

譲渡し、若しくは承継させ、又はその権利を担保に供してはな

らない｡ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この

限りでない｡  

 

(著作権の譲渡等)  

第４条 受注者は、物品が著作権法(昭和45年法律第48号)第２条第

１項第１号に規定する著作物(以下本条において｢著作物｣とい

う｡)に該当する場合には、当該著作物に係る著作権法第２章及

び第３章に規定する受注者の著作権を当該著作物の納入時に発

注者に無償で譲渡するものとする｡ただし、受注者が本契約の締

結前から権利を有している著作物の著作権は、受注者に留保す

るものとし、本著作物を改変、翻案又は翻訳することにより作

成された著作物の著作権は、当該著作権の引渡時に受注者が当

該権利の一部を発注者に無償で譲渡することにより、発注者と

受注者の共有とするものとする｡  

２ 発注者は、物品が著作物に該当するしないにかかわらず、当該

物品の内容を受注者の承諾なく自由に公表することができ、ま

た、当該物品が著作物に該当する場合には、受注者が承諾した

ときに限り、既に受注者が当該著作物に表示した氏名を変更す

ることができる｡  

３ 受注者は、物品が著作物に該当する場合において、発注者が当

該著作物の利用目的の実現のためにその内容を改変しようとす

るときは、数値の変更等に伴うグラフの変更等、著作者人格権

を侵害しない範囲内での改変に同意するものとする｡また、発注

者は、物品が著作物に該当しない場合には、当該物品の内容を

受注者の承諾なく自由に改変することができる｡  

４ 受注者は、物品(業務を行う上で得られた記録等を含む ｡)が著

作物に該当するしないにもかかわらず、発注者が承諾した場合

には、当該物品を使用又は複製し、また、第１条第５項の規定

にかかわらず当該物品の内容を公表することができる｡  

５ 受注者は、第１項ただし書の規定により共有となった著作物を

第三者に提供する場合においては、あらかじめ、発注者の承諾

を得なければならない｡この場合において、承諾の内容は発注者

と受注者とが協議して定める｡  

６ 発注者は、受注者が物品の作成に当たって開発したプログラム

(著作権法第10条第１項第９号に規定するプログラムの著作物

をいう｡)及びデータベース(著作権法第 12条の２に規定するデ

ータベースの著作物をいう｡)について、受注者が承諾した場合

には、別に定めるところにより、当該プログラム及びデータベ

ースを利用することができる｡  

７ 受注者は、第５条で認める範囲において物品を第三者に委任

し、又は請け負わせる場合には、前各号に定める規定を当該第

三者が遵守するように必要な措置を講じなければならない｡  

 

(一括委任又は一括下請の禁止)  

第５条 受注者は、物品の製造の全部又は大部分を一括して第三者

に委任し、又は請負わせはならない｡ただし、製造の一部につい

て、あらかじめ発注者の承諾を得た場合は、この限りでない｡  

 

(特許権等の使用)  

第６条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日

本国の法令に基づき保護される第三者の権利( 以下｢特許権等｣

という｡)の対象となっている材料、製造方法等を使用するとき

は、その使用に関する一切の責任を負わなければならない｡ただ

し、発注者がその材料、製造方法等を指定した場合において、

仕様書等に特許権等の対象である旨の明示がなく、かつ、受注

者がその存在を知らなかったときは、発注者は、受注者がその

使用に関して要した費用を負担しなければならない｡  

 

(特許権等の発明等)  

第７条 受注者は、契約の履行に当たり、特許権等の対象となるべ

き発明又は考案をした場合には、発注者に通知しなければなら

ない｡  

２ 前項の場合において、当該特許権等の取得のための手続及び権

利の帰属等に関する詳細については、発注者と受注者とが協議

して、定めるものとする｡  

 

(履行の報告)  

第８条 受注者は、仕様書等に定めるところにより、契約の履行に

ついて、発注者に報告しなければならない｡  

 

(材料の品質)  

第９条 受注者は、仕様書等に品質が明示されていない材料につい

ては、中等の品質を有するものを使用しなければならない｡  

２ 受注者は、仕様書等に発注者の検査を受けて使用すべきものと

明示された材料については、当該検査に合格したものを使用し

なければならない｡この場合において、検査に直接必要な費用

は、受注者の負担とする｡  

 

(支給材料及び貸与品)  

第10条 発注者から受注者に支給する見本又は原稿その他業務に

必要な材料及び貸与品(以下｢支給材料等｣という｡)の品名、数

量、品質、規格又は性能、引渡場所及び引渡時期は、仕様書等

の定めるところによる｡  

２ 発注者は、支給材料等を、受注者の立会いの上、検査して引き

渡さなければならない｡この場合において、当該検査の結果、そ

の品名、数量、品質、規格又は性能が仕様書等の定めと異なり、

又は使用に適当でないと認めたときは、受注者はその旨を直ち

に発注者に通知しなければならない｡  

３ 受注者は、支給材料等の引渡しを受けたときは、当該引渡しを

受けた日から７日以内に発注者に受領書又は借用書を提出しな
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ければならない｡ただし、発注者が必要ないと認めたときは、省

略することができる｡  

４ 受注者は、支給材料等を善良なる管理者の注意義務をもって保

管しなければならない｡  

５ 受注者は、物品の製造の完成、仕様書等の変更、又は契約解除

等によって不用となった支給材料等を、仕様書等に定めるとこ

ろにより、発注者に返還しなければならない｡  

６ 受注者は、故意又は過失により支給材料等が滅失し、若しくは

毀損し、又はその返還が不可能となったときは、発注者の指定

した期間内に代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は

返還に代えて損害を賠償しなければならない｡  

 

(請負代金に含むもの)  

第11条 請負代金は、梱包、運送及び据え付けに要する費用を含む

ものとする｡  

 

(仕様書等の疑義)  

第12条 受注者は、仕様書等に疑義がある場合には、遅滞なく、発

注者に通知し、その指示を受けなければならない｡ 

２ 発注者は、前項の規定により指示を求められたときは、直ちに

仕様書等の疑義を調査しなければならない｡  

３ 発注者は、前項の調査の結果必要があると認めるときは、第15

条の規定により仕様書等を変更し、契約書の内容を変更するこ

とができる｡  

 

(納入期限の延長)  

第13条 受注者は、天災地変その他の正当な理由により納入期限ま

でに納入を完了できないときは、その理由を明示した書面によ

り、発注者に納入期限の延長を請求することができる｡  

２ 発注者は、前項の申請があったときは、その事実を審査し、正

当な理由があると認められるときは、発注者と受注者とが協議

して納入期限の延長日数を定めるものとする｡この場合、第15条

の規定により契約書の内容を変更するものとする｡  

 

(契約の履行に係る受注者の提案)  

第14条 受注者は、仕様書等について、技術的又は経済的に優れた、

代替物品、代替方法その他改良事項を発見し、又は発案したと

きは、発注者に対して、当該発見又は発案に基づき仕様書等の

変更を提案することができる｡  

２ 発注者は、前項に規定する受注者の提案を受けた場合におい

て、必要があると認めるときは、仕様書等の変更を受注者に通

知しなければならない｡  

３ 発注者は、前項の規定により仕様書等が変更された場合におい

て、必要があると認められるときは、第15条の規定により、契

約の内容を変更しなければならない｡ 

 

(契約の変更)  

第15条 発注者は、必要があると認めるときは、仕様書等の変更の

内容を受注者に通知して、仕様書等を変更することができる｡こ

の場合において、発注者は、必要があると認められるときは、

請負代金額、納入期限その他の契約書の内容を変更することが

できる｡  

２ 発注者は、前項に定めるものを除く他、必要があると認めると

きは、納入期限、納入場所その他契約書の内容の変更を受注者

に通知して、契約書を変更することができる｡  

３ 前二項の規定による契約書の内容の変更については、発注者と

受注者とが協議して定める｡ただし、協議開始の日から７日以内

(請負代金の変更に係る協議にあっては、当該協議の開始の日か

ら14日以内)に当該協議が成立しない場合には、発注者は、契約

書に定める内容を変更し、受注者に通知するものとする｡  

４ 前項の協議の開始の日については、発注者が受注者の意見を聴

いて定め、受注者に通知するものとする｡ただし、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日から７日以内に発

注者が当該協議の開始の日を通知しない場合には、受注者は、

当該協議の開始の日を定め、発注者に通知することができる｡  

(1)第１項の規定による契約書の内容の変更 

同項の規定により仕様書等の変更の通知を受けた日  

(2)第２項の規定による契約書の内容の変更 

  同項の規定により契約書の内容の変更の通知を受けた日 

 

(物価の変動等に基づく請負代金額の変更)  

第16条 特別な要因により納入期限までに主要な材料の日本国内

における価格に著しい変動を生じ、請負代金額が不適当となっ

たと認められるときは、発注者又は受注者は、請負代金額の変

更を請求することができる｡  

２ 前項の規定による請求があった場合において、当該請負代金額

の変更については、発注者と受注者とが協議して定める｡ただ

し、当該協議の開始の日から14日以内に当該協議が成立しない

場合には、発注者は、請負代金額を変更し、受注者に通知する

ものとする｡  

３ 前項の協議の開始の日については、発注者が受注者の意見を聴

いて定め、受注者に通知する｡ただし、発注者が前二項の請求を

行った日又は受けた日から７日以内に当該協議の開始の日を通

知しない場合には、受注者は、当該協議の開始日を定め、発注

者に通知することができる｡ 

 

(中間検査)  

第17条 受注者は、物品の品質等に関し、発注者が必要と認めると

きは、引渡しの前に発注者の検査を受けなければならない｡  

２ 発注者は、前項の検査(以下｢中間検査｣という｡)を実施する場

合において、必要があると認めるときは、物品を分解し、破壊

し、又は試験することができる｡  

３ 受注者は、中間検査に立ち会わなければならない｡  

４ 受注者は、正当な理由がなく中間検査に立ち会わなかった場合

は、当該検査の結果について異議を申し出ることができない｡  

５ 中間検査の実施の期日及び場所は、発注者と受注者とが協議し

て定める｡  

６ 受注者は、中間検査の期日までに、当該検査に係る準備を完了

しなければならない｡  

７ 中間検査に直接必要な費用(物品の破壊等による損失を含む｡)

は、受注者の負担とする｡ただし、発注者の故意又は過失により、

過分の費用を要した分については、この限りでない｡  

 

(納入)  

第18条 受注者は、物品を納入しようとするときは、納品書を持参

し、物品を一括して発注者に引き渡さなければならない｡  

２ 前項の規定にかかわらず、発注者が必要があると認めるとき、

又はやむを得ない理由があると認めるときは、物品を分割して

発注者に引き渡すことができる｡  

３ 受注者は、いったん発注者に引き渡した物品を、その承諾を得

ないで持ち出すことができない｡  

 

(受領検査)  

第19条 発注者は、前条の規定により物品の引渡しを受けたとき

は、その日から起算して７日以内に検査するものとする｡  

２ 受注者は、発注者から要求のあった場合には、前項の規定によ

る検査(以下｢受領検査｣という｡)の結果、不合格となった物品を

遅滞なく納入場所から引き取らなければならない｡  

３ 発注者は、前項の要求にかかわらず、受注者が物品を引き取ら

ない場合は、当該物品の保管の責めを負わず、及び受注者の費

用をもって、当該物品を返送し、若しくは供託し、又は当該物

品を売却してその代価を保管し、若しくは供託することができ

る｡  

４ 受領検査については、第17条第２項から第5項まで及び第７項

の規定を準用する｡  

 

(再検査)  

第20条 受注者は、受領検査の結果、物品が不合格となった場合は、

発注者の指示するところに従い、当該物品について数量の追加、

異状品の修補又は代品による補充を行い、発注者の再検査を受

けなければならない｡  

２ 前項の検査については、前条の規定を準用する｡  

 

(所有権の移転)  
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第21条 物品の所有権は、発注者が受領検査の結果、当該物品を合

格と認めたときをもって発注者に移転するものとする｡  

 

(所有権移転前の物品に対する損害の負担)  

第22条 所有権移転前に生じた一切の損害は、受注者の負担とす

る｡ただし、発注者の責めに帰すべき理由により生じたものは、

この限りでない｡  

 

(減価採用)  

第23条 発注者は、受領検査において不合格となった物品のうち、

仕様書等との相違が軽微で、かつ使用上支障のない物品を、受

領検査に合格したものとみなして、請負代金から相当分を値引

きして受領することができる ｡  

２ 前項の規定により物品を値引きして受領する場合には、第15条

の規定により契約書を変更するものとする｡  

 

(請負代金の支払い)  

第24条 請負代金は、物品の全部について、受領検査に合格した後、

受注者の請求によって支払うものとする｡  

２ 請負代金の支払期限は、適法な支払請求書を受理した日から起

算して頭書の契約条件により支払うものとする｡  

３ 前二項の規定は、発注者が物品の分割納入を認め、当該分割分

の請負代金相当額を支払うこととされている場合に準用する｡ 

４ 発注者がその責めに帰すべき理由により第19条第1項に規定す

る期間内に検査をしないときは、その期限を経過した日から検

査をした日までの日数は、第2項の期間(以下｢約定期間｣とい

う｡)の日数から差し引くものとする｡この場合において、その遅

延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日

数が約定期間の日数を超えた日において満了したものとみな

す｡  

 

(契約不適合責任)  

第25条 発注者は、引き渡された物品が種類又は品質に関して契約

の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）であ

るときは、受注者に対し、履行の追完を請求し、又は履行の追

完に替え若しくは履行の追完とともに損害の賠償を請求するこ

とができる。この場合において、その履行の追完に過分の費用

を要する場合であっても、契約不適合が重要ではない場合を除

き、発注者は、履行の追完を請求することができるものとする｡ 

２ 前項の規定により発注者が指定した方法による履行の追完又

は損害賠償の請求をするときは、不適合を知った時から１年以

内にその旨の通知を行わなければならない｡ 

３ 前項の規定は、引渡しの完了時（その引渡しを要しない場合に

あっては、業務が終了した時）において、受注者が同項の不適

合を知り、又は重大な過失によって知らなかったときは、適用

しない。 

４ 第１項の規定により履行の追完を請求されたときは、受注者

は、直ちに、履行しなければならない。また、第１項の規定によ

り履行の追完に替え若しくは履行とともに損害の賠償を請求さ

れたときは、受注者は、速やかに、その措置に応ずるものとする。 

５ 第１項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追

完の催告をし、その期間内に履行の追完がないときは、発注者は、

その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。

ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすること

なく、直ちに代金の減額を請求することができる。 

(1) 履行の追完が不能であるとき 

(2) 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(3) 契約内容の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又

は一定の期間内に履行しなければ契約をした目的を達するこ

とができない場合において、受注者が履行の追完をしないで

その時期を経過したとき。 

(4) 前三号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催

告をしても履行の追完を受ける見込みがないことが明らかで

あるとき。 

６ 第１項の規定は、発注者若しくは監督員の指図により生じたも

のであるときは適用しない。ただし、受注者が指図の不適当であ

ることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでな

い｡ 

７ 本契約においては、商法第526条及び民法562条第1項ただし書

きは適用しない。 

８ 前各項の規定にかかわらず、契約不適合期間について仕様書等

で別段の定めをした場合は、その仕様書等の定めるところによ

る｡  

 

(履行遅延の場合における損害金等)  

第26条 受注者の責めに帰すべき理由により、納入期限(第18条第

2項に基づき分割して納入を認めた物品においては当該分割納

入物品に係る納入期限)までに物品を納入することができない

場合においては、発注者は、損害金の支払いを受注者に請求す

ることができる｡ なお、本条の損害金は、損害賠償の予定又は

その一部とは解釈しない。 

２ 前項の損害金の額は、請負代金額(第23条の規定に基づき値引

きしたときは、値引き後の金額)に、遅延日数に応じ年5.0パー

セントの割合を乗じて計算した金額とする｡ただし、遅延日数

は、発注者の責めに帰すべき理由による日数を控除したものと

する｡  

３ 前項の規定にかかわらず、分割して納入を認めた物品に係る損

害金は、当該分割納入物品の請負代金相当額(第23条の規定に基

づき値引きしたときは、値引き後の金額)に、遅延日数に応じ、

年5.0パーセントの割合を乗じて計算した金額とする｡ただし、

遅延日数は、発注者の責めに帰すべき理由による日数を控除し

たものとする｡  

４ 発注者の責めに帰すべき理由により第24条の規定による請負

代金額の支払いが遅れた場合においては、受注者は、未受領金

額につき、遅延日数に応じ、年5パーセントの割合を乗じて計算

した金額の遅延利息の支払いを発注者に請求することができ

る｡  

 

(発注者の催告による解除権)  

第27条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履

行がないときは、本契約の全部又は一部を解除することができ

る｡ この場合において、発注者に損害が生じるときは、発注者

は、受注者に対して、当該損害全部の賠償を請求することがで

きる｡ 

(1) 製造に着手すべき期日を過ぎても製造に着手しないとき。 

(2) 履行期限内に完成しないとき又は履行期限経過後相当の

期間内に製造を完成する見込みが明らかにないと認められ

るとき。 

(3) その責めに帰すべき理由により納入期限(第18条第2項に基

づき分割して納入を認めた物品においては当該分割納入物

品に係る納入期限)までに納入することができないとき又は

納入期限経過後相当の期間内に物品を納入する見込みが明

らかにないと認められるとき｡  

(4) 正当な理由なく、第25条第１項の履行の追完がなされない

とき。 

(5) 契約の履行につき不正な行為があったとき｡  

(6) 契約の履行に当たり、正当な理由がなく、発注者の指示に従

わないとき、又はその業務を妨害したとき｡  

(7) 契約の履行に当たり、法令の規定による必要な許可又は認

可等を失ったとき。 

(8) 経営状態が悪化し、又はその恐れがあると認められる相当

の理由があるとき｡ 

(9) 受注者自身の社会的信用を著しく失墜させる事実があった

とき。  

(10) 前各号の他、本契約に違反し、その違反により本契約の目

的を達することができないと認められるとき｡ 

(11) 受注者が、本契約に関し、法令に反する行為を行ったとき｡ 

(12) その他、契約を継続し難い事由のあるとき。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者との契約を解除する場合

において、受注者の所在を確認できないときは、発注者の事務

所にその旨を掲示することにより、受注者への通知にかえるこ

とができるものとする。この場合におけるその効力は、掲示の

日から10日を経過したときに生ずるものとする。 
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(発注者の催告によらない解除権) 

第27条の２ 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、直ちに本契約を解除することができる。この場合にお

いて、発注者に損害が生じるときは、発注者は、受注者に対し

て、当該損害全部の賠償を請求することができる｡ 

(1) 受注者が第３条の規定に違反し、この契約により生じる権利

又は義務を第三者に譲渡し、承継させ、又は担保の目的に供し

たとき。 

(2) 本契約の業務を完了させることができないことが明らかで

あるとき。 

(3) 受注者が本契約の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示

したとき。 

(4) 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者が

その債務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示した場合

において、残存する部分のみでは契約をした目的を達するこ

とができないとき。 

(5) 契約の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定

の期間内に履行しなければ契約をした目的を達することがで

きない場合において、受注者が履行をしないでその時期を経

過したとき。 

(6) 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせ

ず、発注者が前条の催告をしても契約をした目的を達するの

に足りる履行がされる見込みがないことが明らかであると

き。 

(7) 第29条又は第29条の２の規定によらないで本契約の解除を

申し出たとき。 

 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第27条の3 発注者の責めに帰すべき事由によるものであるとき

は、発注者は前二条の規定による契約の解除をすることができ

ない。 

 

（契約が解除された場合等の違約金） 

第27条の４ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注

者は、請負代金額の10分の１に相当する額を違約金として発注

者の指定する期間内に支払わなければならない。この場合にお

いて、本件業務に既履行部分があるときは、請負代金から当該

部分の請負代金相当額を控除した金額の10分の１に相当する額

を違約金とする。なお、当該違約金は、損害賠償の予定又はそ

の一部とは解釈しない。 

(1) 第27条、第27条の２又は第32条の規定により本契約が解除さ

れた場合 

(2) 受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰

すべき事由によって受注者の債務について履行不能となった場

合 

２ 次の各号に掲げる者が本契約を解除した場合は、前項第２号に

該当する場合とみなす。 

(1) 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、

破産法（平成16年法律第75号）の規定により選任された破産管

財人 

(2) 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、

会社更生法（平成14年法律第154号）の規定により選任された管

財人 

(3) 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、

民事再生法（平成11年法律第225号）の規定により選任された再

生債務者等 

 

（中途解除） 

第28条 発注者は、物品の納入が完了しない間は、第27条第１項に

規定する場合の他、必要があるときは、本契約を解除すること

ができる｡  

２ 第27条第２項の規定は、前項の規定により契約を解除した場合

に準用する。 

３ 発注者は、第1項の規定により本契約を解除したことにより受

注者に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償しなければなら

ない｡ ただし、この損害には受注者の履行利益は含まないもの

とする｡ 

４ 前項の賠償額は、発注者と受注者とが協議して定める 

 

(受注者の催告による解除権)  

第29条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の

期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないと

きは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を

経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会

通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

２ 第27条第２項の規定は、前項の規定により契約が解除された

場合に準用する。この場合、発注者とあるのは受注者と、受注

者とあるのは発注者と、それぞれ読み替えるものとする。 

 

（受注者の催告によらない解除権） 

第29条の２ 受注者は、第15条の規定により業務の内容を変更した

ため、請負代金が３分の２以上減少したときは、本契約を直ち

に解除することができる｡  

２ 受注者は、前項の規定により本契約を解除した場合において、

損害があるときは、その損害の賠償を発注者に請求することが

できる｡ ただし、この損害には受注者の履行利益は含まないも

のとする｡ 

 

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第29条の３ 受注者の責めに帰すべき事由によるものであると

きは、受注者は前二条の規定による契約の解除をすることが

できない。 

 

(解除に伴う措置)  

第30条 発注者は、本契約が解除された場合においては、第18条の

規定に基づき引渡しを受けた物品がある場合は、受領検査の上、

当該検査に合格した部分に相応する請負代金相当額を、第24条

の規定により請負代金額を支払うものとする｡この場合におい

て、検査に直接要する費用は、受注者の負担とする｡ 

２ 本業務の完了後に本契約が解除された場合は、解除に伴い生じ

る事項の処理については発注者及び受注者が民法の規定に従っ

て協議して決める。 

 

(暴力団等反社会的勢力に該当･関与していないことの表明･保

証) 

第31条 発注者及び受注者は、本契約締結時及び本契約期間中にお

いて、自社(自社、自社の役員、自社の経営に実質的に関与して

いる者、若しくは自社の親会社等を含む｡本条において以下同

じ｡)が次の各号のいずれにも該当しないことを表明しこれを保

証する｡ 

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第77号）に規定する暴力団をいう。）、暴力

団員（同法に規定する暴力団員をいう。）、、暴力団関係企

業･団体若しくはその関係者、その他反社会的勢力(以下｢暴

力団等反社会的勢力｣という｡)であること、若しくは暴力団

等反社会的勢力であった場合、又は暴力団等反社会的勢力が

その経営に実質的に関与し、又は過去５年の間に関与してい

たこと。 

(2) 自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団等反社会的勢力の威力等を

利用するなどし、又は過去５年の間に利用していたこと。 

(3) 暴力団等反社会的勢力に対して資金等提供し、又は便宜を

供与するなど積極的に暴力団等反社会的勢力の維持、運営に

協力し、又は関与し、又は過去５年の間に関与していたこと。 

(4) 暴力団等反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有

し、又は過去５年の間に有していたこと。 

(5) 本契約を履行するにあたり、暴力団等反社会的勢力が経営

又は運営に実質的に関与していると認められる法人等を利

用すること。 

 

(暴力団等反社会的勢力との関与等に係る解除権等) 

第32条 発注者及び受注者は、相手方(相手方、相手方の役員、又

は相手方の親会社等を含む｡)が前条における表明･保証に反す
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ると合理的に判断した場合は、直ちに本契約を解除することが

できる｡ 

２ 発注者及び受注者は、前項により本契約を解除した場合には、

相手方に損害が生じたとしても、これを一切賠償する責任はな

いものとする｡ 

 

(談合等の不正行為に係る解除) 

第33条 発注者は、本契約に関して、受注者が次の各号のいずれか

に該当するときは、本契約の全部又は一部を直ちに解除するこ

とができる｡ 

(1) 公正取引委員会が、受注者又は受注者の代理人に対して私的

独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和22年法律

第54号｡以下｢独占禁止法｣という｡)第７条又は独占禁止法第

８条の２の規定による排除措置命令を行ったとき、独占禁止

法第７条の２第１項(独占禁止法第８条の３において読み替

えて準用する場合を含む｡)の規定による課徴金の納付命令

（以下「納付命令」という。）を行ったとき、又は第34条第1

項第2号又は第3号に該当するとき｡ 

(2) 受注者又は受注者の代理人(受注者又は受注者の代理人が法

人の場合にあっては、その役員又は使用人)が刑法(明治40年

法律第45号)第96条の６若しくは第198条又は独占禁止法第89

条第１項若しくは第95条第１項第１号の規定による刑の容疑

により公訴を提起されたとき｡ 

 

(談合等の不正行為に係る違約金等) 

第34条 受注者（共同企業体にあっては、その構成員）は、本契約

に関して、次の各号のいずれかに該当するときは、発注者が本

契約の全部又は一部を解除するか否かにかかわらず、発注者の

請求に基づき、請負代金の10分の１に相当する額を違約金とし

て発注者の指定する期間内に支払わなければならない｡ 

(1) 公正取引委員会が、受注者又は受注者の代理人に対して独

占禁止法第７条の２第１項(独占禁止法第８条の３において

読み替えて準用する場合を含む｡)の規定による納付命令を

行い、当該納付命令が確定したとき(確定した当該納付命令

が独占禁止法第63条第2項の規定により取り消された場合を

含む。以下、この条において同じ)。 

(2) 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定

に基づく排除措置命令（これらの命令が受注者又は受注者が

構成事業者である事業者団体（以下「受注者等」という。）

に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定した

ものをいい、受注者等に対して行われていないときは、各名

宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令

をいう。次号及び次項第２号において同じ。）において、こ

の契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に

違反する行為の実行としての事業活動があったとされたと

き。 

(3) 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者

等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する

行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象と

なった取引分野が示された場合において、この契約が、当該

期間（これらの命令に係る事件について、公正取引委員会が

受注者に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該

納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する

行為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）

が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するもの

であるとき｡ 

(4) 受注者又は受注者の代理人(受注者又は受注者の代理人が

法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。次項第

2号において同じ。)が刑法(明治40年法律第45号)第96条の６

若しくは第198条又は独占禁止法第89条第１項若しくは第95

条第１項第１号の規定による刑が確定したとき｡ 

２ 本契約に関し、前項各号のいずれかに該当し、かつ、次の各号

に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の

請求に基づき、前項に規定する請負代金の10分の１に相当する額

の他、請負代金の100分の５に相当する額を違約金として発注者

の指定する期間内に支払わなければならない｡ 

(1) 前項に規定する確定した納付命令における課徴金について、

独占禁止法第７条の３第１項から第３項のいずれかの規定の

適用があるとき｡ 

 (2) 前項に規定する排除措置命令若しくは納付命令又は同項に

規定する刑に係る確定判決において、受注者が違反行為の首謀

者であることが明らかになったとき｡ 

 (3) 受注者が発注者に誓約書を提出しているとき｡ 

３ 前二項に定める違約金は、発注者の指定する期間を経過した日

から当該違約金の支払いの日までの日数に応じ年5.0パーセン

トの割合で計算した額の利息を付するものとする｡ 

４ 受注者は、契約の履行を理由として、第１項及び第２項の違約

金を免れることができない｡ 

５ 第１項及び第２項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が

違約金の額を超過する場合において、発注者がその超過分の損

害につき賠償を請求することを妨げない｡ 

 

（秘密の保持）  

第35条 発注者及び受注者は、契約成立の前後を問わず、本契約に

関する秘密情報を善良なる管理者の注意義務により管理すると

ともに、秘密情報の漏洩に対する万全な対策を講じ、本契約に

関する秘密情報を守秘しなければならない。なお、個人情報に

ついては、個人情報の保護に関する法律等（関連する諸法令，

個人情報の保護に関する基本方針、個人情報保護ガイドライン

を含む。）を遵守しなければならない。 

２ 発注者及び受注者は、契約成立の前後を問わず、本契約に基づ

く業務行為に必要な限りにおいて、関係者に対し、本条と同等

の義務を課したうえで、相手方の秘密情報を開示することがで

きる。 

３ 発注者及び受注者は、契約成立の前後を問わず、関係者以外の

第三者に対して、相手方の秘密情報を開示又は漏洩してはなら

ない。ただし、相手方からの書面による開示の承諾が得られた

場合は、本条と同等の義務を課したうえで、かつ承諾を得られ

た範囲においてのみ開示することができるものとする。なお、

開示を認められた発注者及び受注者は、当該第三者が秘密保持

義務に違反した場合は、相手方に対し直接その責任を負うもの

とする。 

４ 発注者及び受注者は、契約成立の前後を問わず、相手方の秘密

情報を本契約の履行以外の目的で使用してはならない。 

５ 発注者又は受注者が本条に違反し、自己の責めに帰すべき事由

により相手方に損害を与えた場合はその損害を賠償するものと

し、賠償額については、発注者と受注者とが協議して定めるも

のとする。なお、本協議が整わない場合でも損害賠償の請求を

妨げるものではない。 

６ 本条の規定にかかわらず、営業秘密に関しては、次の各号の場

合、適用から除外されるものとする。なお、情報の原開示者か

ら申し出がなされたときは、その取扱いについて協議のうえ定

めるものとする。 

(1) 開示時点ですでに公知となっているもの。 

(2) 開示時点ですでに発注者又は受注者が正当に所有していた

もの。 

(3) 開示後、発注者又は受注者の責めに帰することなく公知と

なったもの。 

(4) 発注者又は受注者が相手方から開示された情報によること

なく独自に開発したもの。 

(5) 発注者又は受注者が第三者から秘密保持義務を負うことな

く正当に取得したもの。 

(6) 本契約の履行によって発注者が得た目的物を修理、改造、点

検、保守するにあたり、第三者に開示する必要があるもの。

この場合、発注者は、開示する第三者に守秘義務を課したう

えで開示するものとする。 

７ 発注者又は受注者は、合理的理由により、相手方から秘密情報

の返却、廃棄、抹消等を要求された場合は、速やかその措置を

講ずるものとする。 

８ 本条については、本契約の履行後も有効に存続するものとす

る。 

９ 本条における用語の定義は以下の通りとする。 

(1) 「秘密情報」とは、「秘密」である旨の指定がなされた本号

①及び②の情報であり、書面、口頭、映像等の種類、及び紙
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媒体、電子媒体等の記録媒体の種類などその形式を問わな

い。ただし、口頭情報における「秘密情報」は、開示後30日

以内に「秘密」である旨を明記した書面により被開示者に通

知するものとする。 

① 営業秘密 

発注者又は受注者の情報のうち営業秘密として管理し

ているもの、又は技術上・営業上で事業活動に有用となっ

ているもの、若しくは公然と知られていないもの、あるい

はノウハウ表記されたものをいう。 

② 個人情報  

発注者又は受注者の保有する個人に関する情報であっ

て、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より特定の個人を識別することのできるもの（他の情報と

容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別

することができるものを含む。）をいう。ただし、本定義

の如何を問わず、発注者又は受注者の保有する電子メール

アドレスは個人情報とみなすものとする。 

(2) 「万全な対策」とは、秘密保持に関する取扱規則の作成、関

係者からの秘密保持誓約書の徴収、アクセスの管理、情報持

出し手段の制限、外部からの不正アクセス防止のための措

置、その他情報の漏洩・開示情報の滅失又は毀損防止等の安

全管理措置をいう（パソコン等を媒体とする情報の流出を含

む。）。             

(3) 「業務行為」とは、発注者と受注者との間で行われる情報の

提供を伴う行為（交渉、協議、依頼等を含む。）の一切をい

う。 

(4) 「関係者」とは、自己の役員、従業員（派遣労働者を含む。）、

取引先等（代理人，下受注者又は下受注者となりうるものを

含む。）、本契約に携わるすべての者をいう。 

10 前各項にかかわらず、法律、政府･裁判所、その他公的機関か

らの命令等に基づき報告、説明、資料提出等、情報開示を求めら

れたときは、発注者及び受注者は当該公的機関に対してのみ情報

開示できるものとする。 

 

(相殺)  

第36条 発注者は、本契約に基づいて発注者が負う債務を本契約又

は他の契約に基づいて受注者が負う債務と相殺することができ

る｡  

 

(疑義の解決)  

第37条 本契約書に定める条項その他について疑義が生じた場合

には、発注者と受注者とが協議の上、解決するものとする｡  

 

(補則)  

第38条 本約款に定めのない事項については、必要に応じて発注者

と受注者とが協議して定める｡ 

 

 


